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キーメッセージ

健康格差および健康の不公正が存在する

健康の不公正は社会正義のもとに許容されな

い

健康の不公正は，主に保健医療政策以外の政

策分野から生じている

健康の不公正の是正のためにはHealth in All
Policiesが必要

HIAはHealth in All Policiesを実践する具体
的ツール

はじめに

我が国において健康格差に関する課題が取り上げ

られるようになったのは比較的最近であるが，諸外

国において健康格差への関心は1980年代頃より指摘
されてきた。健康格差への問題意識が高まるに伴

い，それをどのように解決していくのかという対策

への関心が高まってきた。その糸口として，注目さ

れ，必要性が提唱されるようになってきたのが健康

影響評価（health impact assessment; HIA）である。

HIAとは，新たに提案された政策が健康にどの
ような影響を及ぼすかを事前に予測・評価すること

により，健康の便益を促進し，かつ不利益を最小に

するように政策を最適化していく一連の過程とその

方法論のことである。日本でも，大規模開発に先立

ち実施が義務づけられている環境影響評価（アセス

メント）の健康影響版である。HIAは，今日では
特に欧州を中心に国や自治体などの政策形成のツー

ルとして，雇用，住宅，交通，教育，都市開発など

さまざまな領域で適用されている1,2)。

現在，ヨーロッパのみでなくアジア3)を含む多く

の地域において，HIAは実用化されつつあるが，
対象や方法において，必ずしも統一したHIAが存
在するわけではない。その理由の一つに，HIAの
起源の違いが挙げられる。HIAの起源には大きく

分けて，環境影響評価，健康の社会環境モデル，そ

して健康格差という 3つの流れを見ることができ
る。本稿では特に健康格差への取り組みに関連して

HIAを紹介する。

健康格差（health inequality）と健康の不公正
（health inequity）
健康格差，健康の不平等，健康の不公正，不公平

などの用語については一般的な合意はまだ得られて

おらず，それぞれ，どのような文脈で用いられてい

るかについては，注意が必要である。

小論で用いる健康格差とは，健康状態や健康規定

要因の分布が集団間で異なっている状態の事であ

る。例えば，高齢者と若年者における罹患率の違い

や，地域間の死亡率の違いも含まれる。二つの異な

る集団における健康格差を例に取ると，その差が二

つの集団の生物学的要因の分布や，性，年齢などの

人口学的要因の分布によって生じることがある。一

方，二つの集団の健康における差が，物理的環境や

社会経済的な状況の違いによって形成されたもの

で，多くの場合，個人の努力によっては是正できな

い要因によって生じる場合もある。二つの集団の違

いが生物学的要因などによって生じている場合，そ

れらの要因への介入は不可能であったり，もしくは

倫理的に許容されない場合もある。したがって，こ

のような理由から生じる健康格差は完全には避ける

ことができない。一方で健康格差が社会経済的な状

況の違いなどによる場合，このような社会環境や物

理的環境への介入は可能である場合が多く，また社

会経済的な状況による健康格差は道徳や倫理的観点

からも不公正であると考えられる。したがって，こ

のような理由によって生じる健康格差は，健康の不

公正を伴うこととなる。

健康の不公正と言った場合には，より道徳的およ

び倫理的な判断を含む4)。健康の不公正とは，回避

することができかつ不公正な社会環境の違いによっ

て生じる健康格差のことである。このような考えの
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背景には，全ての人は健康のための権利を等しく保

有しており，その権利は阻害されてはならないとい

ったWHOの掲げる health for allの理念に基づい
ている。社会経済的に不利な状況の人が，健康上の

不利益を被っているような状況は，まさに健康の不

公正に該当する。

今日，国内において健康格差という言葉が用いら

れる場合，単なる分布の違いを表現したものではな

く，倫理的な尺度に照らしてその違いが社会にとっ

て許容できるかということを問いかけており，暗黙

的に健康の不公正を意味していることが多い。ま

た，これらは必ずしも明確に区別できないこともあ

るが上記の二つを区別することは重要である。

国内・海外における健康格差の紹介

これまでに健康格差に関する包括的なレビューと

してよく知られているものが 4編報告されている。
最初に警鐘を発したのは The Black Report5)であ
り，続いて The Acheson Report6)が発表されてい
る。また2008年にはWHOの健康の社会的健康規
定要因委員会（Commission on social determinants of
health, CSDH）が Closing the gap in a generation:
health equity through action on the social determinants
of healthを発表した7)。また最近では2010年に The
Marmot Reviewが発表された8)。この他，オランダ

やスウェーデンにおいても，国による健康格差の是

正に向けた戦略に関する包括的な計画が発表されて

いる9,10)。

一方，国内における健康格差については，本連載

でも紹介されたように，近年，学歴，所得，雇用な

どに関する健康格差を検証したエビデンスが蓄積さ

れつつある11～19)。

健康格差の是正はなぜ必要か

健康格差の存在が明らかになるにしたがい，健康

格差の是正に関心が集まるようになってきた。健康

格差の是正がなぜ必要なのかということに関して，

下記のような観点から議論されてきた20)。

健康格差の一部は不公正の結果であり，社会正義

において許容できない

不公正な健康格差の存在や，それを生じさせてい

る社会構造は，社会全体にとっても不利益となる

健康の質や格差は，社会の成熟度を判断する価値

感の一つである

健康格差の一部は回避可能であり，格差を是正す

るような介入は効果的である

健康に関する公正とは，健康につながる機会を平等

にし，可能な限り健康の不公正をなくすように配慮

することであり21)，CSDH報告書では，「社会正義」
のもとに取り組むべき課題であることが強調されて

いる。

健康格差是正に向けた取り組みのためのHIA
上記に紹介した健康格差に関する報告書の報告の

多くが，格差是正の手段としてHIAを提案してい
る6,8,9,10,22,23)。これらの戦略に共通する認識は，健

康格差を減少させることが期待できる政策や介入は，

主に保健医療政策以外の分野にあるということであ

る。社会経済状況と健康格差の説明に含まれる要因

のほとんどは，所得や住宅に関する政策，タバコや

アルコールへの租税，労働環境の規制など，分野横

断的な政策によってのみ，取り組みが可能なものば

かりである。したがって保健医療政策と同様に他の

全ての分野の政策において，HIAが実際されなけ
れば，格差是正は達成できないとの指摘もある6,24)。

The Acheson Reportでは，39提案した推奨意見
の筆頭にHIAの必要性を述べている。健康に影響
を与える可能性のある政策は全て，健康格差の観点

から影響を評価し，可能な限り格差を減じる手立て

を講じるために，HIAを用いることを主張してい
る。また，CSDH報告書7)では，健康格差に取り組

むためとして出された 3つの主要な推奨意見の一つ
において，全ての政策について健康影響評価の実施

を行うことが含まれている。さらにその中で，国レ

ベルにおいて，全ての政策に対するHIAを実施す
るための制度整備が求められている。

健康影響評価とは

HIAの定義については多く議論が重ねられてき
たが，今日，最もよく使われる定義としてWHO
の定義，および IAIA（国際影響評価学会）の定義
がある。どちらもほぼ同じ内容である。ここでは

WHOの定義を紹介する。WHOの Gothenburg
Paper25)では，HIAの定義として，「政策，施策，
事業が潜在的に集団に与える健康影響や，集団中の

影響の違いなどについて判断するための一連のプロ

セス，方法，およびツールのことである。“a com-
bination of procedures, methods, and tools by which a
policy, a program or a project may be judged as to its
potential e�ects on health of a population and the dis-
tribution of e�ects within the population”」とされて
いる。実は，初期の頃のHIAの定義26)には，「健康

格差の評価“…and the distribution of e�ects within
the population”」の部分は入っていなかったが，

WHOの Gothenburg paperにおいては，健康格差
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図 健康の社会環境モデル（訳藤野）
Dahlgren, G., & Whitehead, M. (1991). Policies and strategies to promote social equity in health. Stockholm.
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の評価がHIAの欠かせない機能の一部であること
が確認され明示的に追加された25)。

健康影響評価（HIA）と健康格差影響評価
（HEqIA）
CSDHの報告書22)および The Marmot Review8)

の中では，“Health Equity Impact Assessment”
（HEqIA）という用語が用いられている。集団の大
多数の健康や平均的な健康の向上を考慮した政策で

あっても，健康格差の是正に関係なく，むしろ格差

を助長する場合もあるとの指摘もある。例えば，予

防接種のように集団の健康に貢献することを意図し

た政策であっても，比較的生活に余裕のある人々が

より積極的に接種を受けることは生じ得る。そのよ

うな場合，健康格差を意図せずして助長する可能性

が潜んでいる。必ずしも全てのHIAが格差の考慮
をしてこなかったとの指摘から，特に格差に着目し

たHIAをHEqIAと呼ぶ場合もある。この用語の
解釈については国際HIA学会においても議論がな
され，現在ではHIAの定義にはそもそも格差の評
価が含まれていることからも本質的にはHIAと同
一のものだとの見解が示された。しかしながら，格

差を考慮に入れて実施するHIAの方法論および実
績において，未だ発展途上の段階である。

健康の社会環境モデル

HIAでは健康の社会環境モデルを基盤に採用し
ている。個人もしくは集団の健康は，社会構造や社

会経済的要因に直接・間接的に影響を受けており，

そのような要因を社会的健康規定要因と呼ぶ

（図 1)21,27)。近年の公衆衛生分野においては社会的

健康規定要因に関する検証が進み，広く認識される

に至った。社会的健康規定要因は経済，環境，衛

生，教育，住宅，雇用など多くの政策分野と関係し

ている。またヘルスプロモーションを提唱したオタ

ワ憲章28)においても，健康の前提条件として，平

和，住居，教育，食料，収入，安定した環境，持続

可能な資源，社会的正義と公正が謳われている。

HIAでは，この社会環境モデルに基づいて広範な
政策を評価の対象とする。あたかも，社会的健康規

定要因という図 1に示したレンズを通して評価をし
ていることから，ヘルスレンズアプローチと表現す

ることもある。

Health in All Policiesとガバナンス
オタワ憲章が掲げた前提に立つのであれば，社会

の健康を達成するために，「保健医療分野以外の政

策」の健康影響を適正化しようという試みは極めて

合理的である。したがって，HIAの対象とすべき
は，必然的に保健医療政策以外の政策であることが

強調されている。しかしながら，多くの場合，保健
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医療政策以外の政策について，立案時に健康との関

連を考慮する社会的メカニズムは存在していない。

ヘルスプロモーションを謳ったオタワ憲章におい

て提唱されたHealthy Public Policyでは，健康を促
進するために保健医療政策だけでなく，あらゆる政

策機会において健康増進を考慮することが求められ

ている。その発想をさらに発展させて，教育，住

宅，開発，雇用など全ての政策分野において健康を

考慮した政策形成を推進する動きとして“Health in
All Policies”（全ての政策において健康を考慮する）
が提言されるに至っている。Health in All Policies
においては，健康の社会環境モデルに関する科学的

な知識の検証を実施する段階から，政策的な実現の

ための挑戦へと段階が移行したと言える。Health in
All Policiesは，全ての政策分野において，健康の社
会環境モデルという科学的知見に基づき健康を考慮

するためのガバナンスと実行のための体系的な制度

を必要とする23)。HIAはHealth in All Policiesを実
現するための具体的ツールとされている23)。我が国

でも，Health in All PoliciesやHIAへの理解と早急
な普及，政策立案時のHIA実施の義務化などが望
まれる。

HIAはどのようにして格差について評価する
か

HIAが健康格差の是正に機能するためには，政
策による影響が社会階層間に与える違いを評価する

必要がある。HIAにおいて，健康格差への影響を
評価する際には，ある政策や事業が与える影響が，

属性の異なる集団においてそれぞれどのような影響

があるかを検討することでなされる。これは政策に

よって生じる健康影響は集団特性によって異なり，

特に社会的不利な集団ほど不利な影響を受けやすい

という認識に基づいている。一般的には，下記のよ

うな事項について検討がなされる29,30)。

既に社会的不利な状況にあり，影響を受け易い集

団を把握する

新しく提案された政策が，既存の健康格差を助長

させる可能性について検討する

新しく提案された政策が，特定の集団に新たな格

差をもたらす可能性について検討する

特定の健康規定要因やリスク要因の分布や暴露，

またはサービスへの利便性の変化について検討する

HIAが健康格差について言及することで期待さ
れる効果30)

1) 意思決定への反映

HIAでは，健康格差や公正という観点から，提

案された政策・事業のメリット，デメリットを評価

する。これらのエビデンスを意思決定のプロセスに

反映することで，意思決定者が格差や公正といった

観点に配慮を踏まえた上で，意思決定することを期

待する。このため，HIAでは様々な方法を用い
て，利用し得る範囲での最上のエビデンスを提供す

る。HIAが用いる方法には，定量データだけでな
く，参加型アプローチなどの質的手法も含まれてお

り，提案された政策が健康格差に与える影響につい

て情報を集め，検討する。さらに，健康上の便益を

促進し，不利益を防ぐような推奨意見を提出し，提

案された政策が健康格差に与える影響を低減するよ

うに修正を求める。

2) 政策と健康との関連の理解を促す

HIAの対象となる政策の多くは，保健医療政策
以外の政策であるため，担当部署や関係者は，該当

する政策と健康格差との関連に関して，気づいてい

ない場合や，そもそも関心がない場合もある。HIA
は，提案された政策と健康および健康格差との関連

を示すことで，当該政策がどのようにして健康と関

連するか，また健康格差と関連しているのかという

ことについて，担当者等らの理解を促す。政策分野

と健康との関連については，社会的健康規定要因が

理解の基盤となる。このようにして実施された

HIAは，健康格差を是正するためにより有益な推
奨意見を，当該政策に提案することが可能となる。

3) 参加型アプローチとエンパワーメント

健康格差の評価においては，参加型アプローチが

よく用いられる。HIAの効用は，HIAが出す推奨
意見のみではなく，HIAの実施プロセスそのもの
によっても得られることが指摘されている。特に，

不利な健康影響を受けるとされる集団が，HIAの
実施過程に関与することで，健康格差の詳細な評価

を得るという利点だけでなく，意見を述べる公正な

機会が提供され，また情報が速やかに開示されるこ

とは，集団の自己効用力を高め，それ自体が意思決

定への参加機会の増加をもたらすヘルスプロモーシ

ョンのプロセスである。またそのことは，より良い

関係での交渉の機会を作り出すことが期待される。

今後に向けて

国内に目を向ければ，HIAの活用が有用である
と考えられる分野は多く存在する。国レベルの政策

を見ても，「子ども手当」「労働者派遣法」「高年齢

者雇用安定法」「幼保一体化・一元化」など，健康

の社会環境モデルというレンズを通して見ると，明
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らかに著しい健康影響をもつ「保健医療以外の政策」

が数多くある。一例として，著者らは，「新しい自

律的な労働時間制度」いわゆるホワイトカラーエグ

ゼンプション制度の導入に関して簡易的なHIAを
実施した31)。

今後，健康格差への取り組みとしてHealth in All
Policiesを実現するために必要なことは，1)全ての
政策部署における健康の社会環境モデルの理解，2)
HIAを実施するための制度整備と実例の蓄積，3)
分野横断的な連携・協議，4)HIAの実践に関わる
専門家らの能力開発，さらに 5)これらを実現する
ための国家的な支援が期待される。そのためにも，

まず日本公衆衛生学会員の間で，Health in All
PoliciesやHIAに対する理解が普及することが望ま
れる。

現在，公衆衛生学会モニタリング・レポート委員

会のもとで，日本公衆衛生学会版HIAガイドライ
ンの作成が検討されており，今後のHIA普及のは
ずみになることが期待される。
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